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lnvestigation　about　the　measure　in　case　of　nuclear　accident　based　on　the　Nuclear　Disaster　Special

Measures　Law　－Correspondence　to　nucIear　disaster　prevention　of　radiologicaI　technologists一

原子力災害対策特別措置法に基づく
事故の場合の措置に関する調査
一原子力災害における地方放射線技師会の対応について一
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summary The　government　takes　corresponding　actions　under　the　local　disaster　prevention　plan　based　on　the　Disaster　Measures

Basic　Law　and　the　Nuclear Disaster Special　Measures　Law　when　the　nuclearcalamity　occurs，

In　this　study，we　investigated　the　role　of　the　district　association　of　radiological　technologists（DART）in　the disaster　prevention　plan

and　whether　DARTs　equip　survey　meters．

18DARTs　located　in　the　area　where　nuclear　power　stations　and　nuclear　reprocessing　and　waste　management　facilities　were　inspected，

Four　DARTs　have　regulations　about　cooperation　with　local　govemments　and　three　DARTs　have　survey　meters。

In　conclusion，DART　needs　to　assert　itself　as　a　specialized　fmctional　organization　to　the　local　self－goveming　bodyへ

要旨

　原子力災害が発生してしまった場合には，災害対策基本法及び原子力災害対策特別措置法に基づく地域防災計画により

必要な措置が講じられる．本調査ではその防災計画における地方放射線技師会の協力体制，また放射線測定器の整備状況

などについて調査した．調査は原子力発電所や核燃料関係施設の所在する18の都道府県放射線技師会に対して行った．地

域防災計画に地方公共団体との連携が明記されているのは4地方放射線技師会のみであり，サーベイメータが整備されて

いるのは3地方放射線技師会にすぎなかった．今後，地方放射線技師会は放射線に関する知識や経験を有する職業団体で

あることを，地方公共団体に対しアピールする必要があると思われた．　　　　　　　（日放技誌52：2357－2360，2005）

［緒言］

　原子力災害は，災害対策基本法施行令第1条（政

令で定める原因）で，「放射性物質の大量の放出，多

数の者の遭難をともなう船舶の沈没その他の大規模

な事故とする」と示されている．その詳細は原子力

災害対策特別措置法（以下，原災法）第2条（定義）

で，原子力緊急事態による国民の生命，身体又は財
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産に生ずる被害，もしくは原子力緊急事態は，原子力

事業者の原子炉の運転等（原子力損害の賠償に関す

る法律）により，放射性物質又は放射線が異常な水

準で当該原子力事業者の原子力事業所外へ放出され

た事態と定められている．これに準ずる原子炉の運

転に関したこれまでのトラブルとしては，出力低下

や蒸気発生器伝熱管の損傷，また事業所外運搬等に

より放射性物質又は放射線が異常な水準1）で事業所

外へ放出された事例2）が報告されている．

不幸にもこのような原子力災害が発生してしまっ

た場合には，災害対策基本法及び原災法に基づく地

域防災計画により，地方公共団体等がその対応にあ

たり必要な措置を講じ，原子力災害から地域住民の

生命などを保護することになる．先の茨城県東海村

のウラン燃料加工施設JCOにて発生した臨界事故

（以下JCO臨界事故）3）では，茨城県放射線技師会

が身体汚染検査や環境汚染スクリーニングなどで積

極的に協力した4）ことが診療放射線技師の間では知

られており，また一部のマスメディアでは診療放射

線技師の活躍が期待される報道もみうけられた．し

かし，その活動自体が公的に認められるためには，

地域防災計画に各地方放射線技師会（以下，地方技
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師会）が明記されなければならないと考えられる．

　これまでにも地方技師会が，地域防災計画に基づ

き防災訓練に参加した報告5・6）がなされていること

から，本調査では地域防災計画における地方技師会

の協力体制や放射線測定器の整備状況などについて

調査した．

［調査方法］

　原子力発電所や核燃料関係施設の所在する各都道

府県放射線技師会長宛（18技師会）に，自記式質

問用紙を郵送し記入後返送を依頼のうえ回収した．

調査期間は平成16年11月1日～同年11月30日ま

でとした．

［調査内容］

　調査内容は以下の質問を設定した．地方技師会は

原子力防災において，1）地方技師会は原子力防災

に対し，地方公共団体（県または市）の定める地域

防災計画において，防災関係機関としての協力体制

はどのようになっているか．2）原子力防災訓練（机

上訓練も含む）に地方技師会として参加しているか。

3）原子力防災における緊急被ばく医療体制の役割

について，地方技師会としてどのように対応してい

るか（重複回答可）。4）地方技師会に放射線測定器

を保有しているか．5）保有している場合の放射線

測定器の種類について．6）保有している場合で地

方公共団体（県または市）から放射線測定の依頼が

あった場合の対応について．7）保有していない場

合で地方公共団体から放射線測定の依頼があった場

合の対応について．8）これまでに原子力に関する

事故で（国際原子力事象評価尺度（INES）のレベ

ルは問わない）地方技師会として会員が緊急作業に

従事したことがあるか．9）地方技師会で防災関係

の予算を計上している場合の金額について，以上で

ある．

［結果］

　質問用紙の回収率は66．7％（12／18技師会）で，

調査結果をとりまとめたものをTable．1に示す．

　地方公共団体と地方技師会との連携について，地

域防災計画に明記されているのは4地方技師会にと

どまっていた．しかし，明記されていないが災害発

生時には協力したいが4地方技師会で，その中には

放射線管理士を中心に支援活動を予定している（3

地方技師会）報告があった．

　また，その支援活動の内容については，サーベラ

ンスに重点が置かれていた．しかし，サーベイメー

タ（電離箱，GM，シンチレーションを含む）を保

有しているのは3地方技師会で，そのほとんどは地
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方自治体から測定依頼があった場合，会員が所属す

る医療機関の測定器を用いる（6地方技師会）か，

オフサイトセンター（緊急事態応急対策拠点施設）

が保有するサーベイメータを使用する（8地方技師

会）との回答（複数回答〉であった．

　なお，防災対策に備えた予算の確保については

10万円が1地方技師会，適宜に調達するが1地方

技師会，積み立て中が1地方技師会で，前向きに検

討中が3地方技師会であった．

［考察］

　原子力防災対策地域の範囲は，第1種地域（原子

力防災対策を重点的に充実すべき地域で，原子力施

設を中心としておおむね半径10kmの地域），第2種

地域（調査・広報等の実施地域，原子力施設を中心

としておおむね半径20kmの地域から第1種地域を

除いた地域）が設定され，それぞれに応じた防災対

策がとられることになる．原災法第5条では，地方

公共団体の責務として「地方公共団体は，この法律

又は関係法律の規定に基づき，原子力災害予防対策，

緊急事態応急対策及び原子力災害事後対策の実施の

ために必要な措置を講ずること等により，原子力災

害についての災害対策基本法第4条第1項及び第5

条第1項の責務を遂行しなければならない」とされ，

また災害対策基本法第4条第1項では都道府県の責

務として，「都道府県は，当該都道府県の地域並び

に当該都道府県の住民の生命や身体及び財産を災害

から保護するため，関係機関及び他の地方公共団体

の協力を得て，当該都道府県の地域に係る防災に関

する計画を作成し，及び法令に基づきこれを実施す

るとともに，その区域内の市町村及び指定地方公共

機関が処理する防災に関する事務又は業務の実施を

助け，かつ，その総合調整を行なう責務を有する」

とされている．これらに基づき地域防災計画が作成

され，県や市町村，指定地方行政機関，指定公共機

関，公共的団体等の防災に関係する機関の処理すべ

き事務（大網）が定められる．

　地方公共団体及びこれら防災関係機関の連携強化

を目的としたオフサイトセンターには，原子力災害

合同対策協議会（内閣総理大臣から原子力緊急事態

宣言があったとき，経済産業副大臣が主導的に運営

する）が設けられる（原災法第23条）．この協議会

は，住民避難等の最重要事項の調整や現地の情報収

集，緊急事態応急対策の確認などのため設置され，

広報班や放射線班，プラント班，医療班，住民安全

班などの各班を編成し，それぞれ行政の責任者（第

一種放射線取扱主任者や原子炉主任技術者または講

習会などを終了した方など）により運営される．

　ここで，公共的団体等の防災関係機関として地方
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Table．1　　The　result　of　a　questionnaire

Ql
Aめout　thle　co噸er額on　orしn秘de＆r＆is＆ster　prevent量o簸もe亡wee益癒e　loca玉se猿

govemin帥odya磁伽d量s癒ctassoci3t量ono悉ther繭01卿c＆1tec銭nolo麟sts

It　is　written　clearly，and　it　is　already　in　cooperation． 4
Not　written　clearly，but　we　are　willing　to　cooperate． 4
Not　written　clearly，we　wil　cooperate，when　requested． 2
Not　written　clearly，and　we　are　not　ready　to　cooperate． 2

Q2
Are　you（D圭s出ct　Associ甜o狙』③∫R認iolo錘cal　Tec盗数o董o頭sts）猛espond　p＆rt茎cipa憾難g

簸ude＆r磁s＆s驚er　preve鍛t玉onむra癒圭ng　or　sim戯a極on？

Yes． 5
No． 7

Q3
How　do　yo組（Distr玉ct　Associ韻on　of　Radiolo錘cal　Tec難rヒ010頭sts）responld亡o出e

nudear磁s3ste餐prevent蓋on．（check　any　of　t難ese》

We　do　not　respond． 2
We　will　screen　the　exsistence　of　the　nuclear　pollution． 7
We　will　survey　nuclear　pollution　and　measure　radioactivity． 5
We　will　measure　and　evaluate　indivisual　radiation　exposure　dose． 1
We　w皿act　for　the　countermeadure　of　the　nuclear　disaster． 1
We　will　clean　up　nuclear　pollution． 3
We　wil　clean　up　nuclear　pollution，using　shower． 0
We　will　set　up　advise　column　on　radiation． 5
others（　） O

Q4 Do　yo穫have　survey搬e亡ers　to　measure　radiatio猛d』ose？

Yes．→go　to　Q5（Skip　Q7） 3
No．→go　to　Q7（Skip　Q5，6） 9

Q5 Question　to　w癒om　answered電Yes守in　Q4．What　k至nds　o蚕survey鵬eters　do　you鼓ave9

10nizatiOn　SUrveymeter 1
Geiger－Muller　surveymeter 1
Scintilaion　surveymeter 1
others（　） 0
Ques蹟on　to　w蓋om＆nswereポYes撃ぬQ4．Whe鍛yoa（Dist雌ct　Assoc玉澄糠on　o｛

Q6 R＆d三〇10韻cai　Tec五数do鎮sts）are　requested　lby重he　loc飢s醐一gove蹴鎧g　b②葡，簸ow　do
you　res塾ond？

We　will　not　respond　to　the　request． 0
We　will　cooperate　and　measure　radioactivity． 3
Q鞍es毎ion　to　w鼓om　answered奪Noサ三n　Q4．W蓋en　you（D圭st虻ict　Associat孟on　o至

Q7 Radiolo鎮c撮Tec強駿010鎮sts）歌re　requested　by輩強e　local　sel£gove欝灘ing　body，which
虚oes　not搬ve　s耀vey　mete餐s，薩ow　do　you　respo簸d？

We　will　not　respond　to　the　request． 1
We　will　measure　in　the　proper　institution，to　which　some　member　belong． 6
We　will　survey　at　the　polluted　area，borrowing　survey　meters　fom　administrator． 8
others（　） 1

Q8
H＆ve　you　ever　e麹er茎e且ced鯉y　ro玉e　on　the　pas亡nuc萱e3r　acddent　as　a　d董strict　member

ofRad量010鎭ca1Tec難駐010s玉sts？

Yes，we　have　such　a　member． 1
No，we　do　not　have　such　a　member． 11

互f　your　distr量ct　Associ＆tio獄of　R＆d宝010頭c31Tec益温010錘sts薮as　budget籔or　the　nu£1ear

Q9 αisastergroまect，βleaseind茎catet数e識oロnぜoro蟹re錫erence．鐙1e＆sewriteyour
oPP茎n董oηaboロt　t鼓e　n租clear　disaster，玉f　yo襲have。
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技師会が明記されていれば，放射線班として活動が

遂行しやすくなり，オフサイトセンターにはサーベ

イメータや防護服等の防災資材が保管され，また除

染室やヒューマンカウンタが設置されていることか

ら，診療放射線技師として放射線に関する知識や経

験を生かし，すみやかに避難住民等へのスクリーニ

ング，サーベランス，除染をはじめ放射線にかかわ

る相談対応等に協力することができる．つまり，診

療放射線技師が1人でも多く防災活動に参加するこ

とにより，汚染の早期発見・除去作業が行え，公衆

の被ばく線量を低下させることができる．なお，作

業に当たっては防護対策のため，甲状腺被ばく線量

低減のためのヨウ化カリウム製剤や内部被ばくを低

減するためキレート剤の予防服用などの処置H）が

講じられることもある．

　地方公共団体と地方技師会が連携した事業とし

て，防災訓練［ロールプレーイング（Role－playing）

方式などの机上訓練を含む1が行われているにもか

かわらず，本調査において地域防災計画に明記され

ているのは4地方技師会に止まっていた．明記され

ない理由として，地方公共団体の行政部局に勤務す

る診療放射線技師は少数（平成14年度は997名）で，

その知名度は決して高いのものとは言いがたく，ま

た放射線に関連する法規についても内容によって

は，担当者が他職種となり診療放射線技師に意見が

求められないことがあるなど，各地方公共団体で診

療放射線技師という職種の認識性が異なるのが現状

と思われる．

　よって，原子力災害時に職能団体として認識され

活動するためには，例えば，自治体が行っている防

災訓練は広報などで予告のうえ実施されるが，その

訓練は報道機関へ公開され取材等があることから積

極的に参加し，また地方公共団体に診療放射線技師

が在籍しているときは，放射線の専門知識を有する

職能団体である地方技師会は，原子力災害について

も定期的に講習会等を開催576）していることから，

災害発生時には救援活動の一翼としてすみやかに対

応できるであろうことを担当部局からアピールする

ことも有用と考えられる．ただし，地方技師会はそ

の訓練がいかなる通知等に基づき実施されているか

周知しておかなければ，活動の効率を低下しかねな

いと考えられる．

　なお，独立行政法人国立病院機構災害医療センタ

ーでは9月30日を放射線災害の日に制定し，全国

的に確立された行事・行動となるようマニュアルに

沿った初動訓練，放射線測定機器点検・汚染患者測

定訓練を行っている．地方公共団体との災害対策訓

練やこのような日常点検は重要であり，これらの行

動の積み重ねにより地方技師会はすみやかに放射線
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災害特有のサーベランス等の救護活動を行うことが

できると思われる．

［結論］

　原子力災害が発生してしまった場合には，災害対

策基本法及び原災法に基づく地域防災計画により必

要な措置が講じられる．本調査ではその計画におけ

る地方技師会の協力体制などを調査したが，地方公

共団体との連携が明記されているのは4地方技師会

のみであった．よって，地方技師会は放射線に関す

る知識や経験を有する職業団体であることを地方公

共団体や一般国民から認識されるようにアピールし

なければならないと思われた．
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